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１．はじめに 

 当社在来線では、未然に災害要因箇所を抽出・点検し、防災管理の一助とすることを目的に、2 年に１回、専門

技術者による斜面・渓流調査を実施している。しかしながら、広範囲を人が目視中心で調査する手法には、労力や

コスト、技術者の確保等で課題がある。また、鉄道沿線の民有地斜面の斜面崩壊や地すべり等により、鉄道に被害

を及ぼすことがあるが、鉄道から離れた斜面については十分な管理がし難いのが現状である。 

そこで本検討では、光学衛星および陸域観測技術衛星の合成開口レーダ（以下、SAR）により取得されたデータを

用いて、鉄道沿線での斜面崩壊や地すべり等の災害を抽出する手法の検討を行った。 

 

２．検討内容 

２．１ 光学衛星データを用いた斜面崩壊箇所抽出 

（１）評価手法 

本検討では、米国の地球観測衛星ランドサット（Landsat-8）で観測されたデータの可視～近赤外域の反射率(分

解能 30m)を用いて斜面崩壊抽出手法の検討を行った。手法の検討にあたり、崩壊の発生前後で植生の有無に違いが

あると考え、赤色バンドと近赤外バンドの比として定義される正規化植生指数(NDVI)に着目した。NDVIは、画素内

で植生が多いほど値が高く、裸地に近ければ値が低い。そのため、災害前後で NDVIが急激に減少した箇所では斜面

崩壊が起こっていた可能性が高い。そこで、本手法では NDVIの変化から土砂移動の有無、崩壊箇所の同定を行った。 

図-1は土砂移動の発生判定基準の概略図である。発災半年前までの長期光学衛星データを用いてピクセルごとに

NDVI平均値と標準偏差を計算し、発災後の NDVI値を用いて、土砂移動指標を式(1)に定義する。 

土砂移動指標＝(NDVIR平均値 R ―λNDVIR標準偏差 R) ― NDVI 式(1) 

この土砂移動指標が大きいほど顕著な変化があったことを示し、0 以上の値の箇所を土砂移動があった箇所とみな

した。なお、λは調整パラメータであり、本検討ではノイズの影響等をふまえ、λ=2を採用した。 

斜面崩壊発生の判定にあたっては、図-2のように光学衛星の観測データを 3区分し、観測開始から発災半年前ま

での観測データ（期間Ｉ）から NDVI 平均値及び標準偏差を、発災半年前から発生日までの観測データ（期間 II）

及び発生日から 2ヶ月後までの観測データ（期間 III）からはそれぞれ発災直前および発災後の NDVI値を求めた後、

式(1)を用いて、直前災害（指標 1）と災害後（指標 2）の二つの土砂移動指標を計算する。その後、表-1のように

二つの土砂移動指標の正負の関係を基に、斜面崩壊発生の判定を行った。 

（２）評価結果 

当社のＡ線区沿線で発生した斜面崩壊に対して、本手法を適用した結果、赤丸で囲んだ斜面崩壊箇所（幅 40m 長

さ 60m）が赤く表示されており、斜面崩壊箇所を抽出できている（図-3）。本手法を用いることで、衛星の分解能と

同程度のスケールの斜面崩壊を抽出可能であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 土砂移動判定基準       図-2 光学衛星データの観測時期の区分と使用内容 
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表-1 二つの土砂移動指標を用いた斜面崩壊判定基準 

 

 

 

 

 

 

                                                        図-3 Ａ線区沿線災害の発災前後写真と本手法の適用結果 

 

２．２ SAR衛星データを用いた地すべり箇所抽出・変位計測 

（１）評価手法 

SAR衛星データによる地表面変位解析手法として、差分干渉解析手法がある。差分干渉解析手法は、SAR衛星によ

り取得された 2 時期以上のデータから観測日間の地表面の相対変位を解析する手法である。本検討では差分干渉解

析手法と Chen et al.（2014）による手法とを組み合わせた解析により、地すべり箇所の抽出と変位計測の評価を

実施した。解析に用いた SARデータは ALOS-2/PALSAR-2により取得されたデータである。 

（２）評価結果 

 図-4はＢ駅付近の地すべり地形を対象にした解析結果で、上段が地表面変位、下段が変位方向図である。地すべ

り地内に衛星から地上までの距離が伸長する変位がみられ、地すべりにより変位が生じていることが分かる。また、

地すべり地内南西の末端部に局所的な変位が確認でき、変位方向図でも変位は明瞭である。次に計測精度評価とし 
                      て、現地に設置されている伸縮計の計測結果と

解析結果とを比較した。図-5 は比較結果で、

黒丸が差分干渉解析（バイアス補正)の結果で

ある。伸縮計の変位量（実線）と比較すると、

解析値と良く一致していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 

 
上段：地表面変位図、下段：移動方向図 
  

図-4 Ｂ駅付近の解析結果           図-5 伸縮計の変位量と解析結果との比較 

３．まとめ 

光学衛星や SAR 衛星のデータを活用することにより、鉄道沿線で発生する斜面崩壊や地すべり等の災害箇所を抽

出し、地盤変動を把握できる可能性があることが分かった。今後は、各種衛星の特徴や課題を踏まえつつ、斜面管

理への適用性について検討していく予定である。 
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